
資料３

平成１９年度政策評価実施要領

１　１９年度の方針

　 平成15・16年度は評価対象とした事務事業の約半数ずつを評価し、平成17・18年度は評価対象
としたすべての事務事業を評価した。
　 ５年目となる19年度は、行財政構造改革大綱の方針に沿って、外部評価の導入、施策評価の
試行など、システムの充実を図っていく。

２　１９年度の取組み

（１）事務事業評価

　　19年度は、昨年度に引き続き、予算への反映を図るとともに、20年度からスタートする第３次実
　施計画の策定にも活用を図っていく。
　　また、今年度から設置する「外部評価委員会」において、事務事業の一部について評価をいた
　だくこととしている。

　①評価結果の活用推進

　　　昨年同様、早い時点で評価結果をとりまとめ、予算編成時の活用を図る。
　　　また、各担当部局の事務事業改善にも役立ててもらう。

　②指標の有効性の向上
　　　指標の信頼性や市民への分かりやすさを確保するとともに、施策評価での活用を図るため、
　　ベンチマーク手法について調査研究していく。

　③市民への情報提供の充実
　　　分かりやすい評価をめざし、「外部評価委員会の公開」など市民への情報提供に努める。

（2）外部評価

　　　市民や行政外部の視点に基づき政策評価を行うことで、評価の客観性を確保し、効率
　　的な行政運営を図るため、５人の委員で構成される「外部評価委員会」を設置する。
　　　委員会では、今年度、事務事業の一部について事業担当部局の1次評価に対する評
　　価と評価システムへの提言を行う予定である。

（3）施策評価の試行

　　　政策（施策）重視型の行政運営への転換を図っていくため、施策の一部について評価を
　　試行し、次年度以降の本格的実施をめざす。

(4)公共施設評価の試行

     施設面や機能面での施設状況を把握し、公共施設の有効利用を図るため、指標など評
   価調書を改善のうえ再度試行を実施し、次年度以降の本格実施をめざす。

３　実施体制

1次評価
ヒアリングの実施
2次評価（案）作成

2次評価の決定

事務事業担当部局
  政策評価推進チーム
   （改革推進課、政策
調整課、財政課）

行財政構造改革推進本部
（市長、副市長、部長職）

外部評価委員会
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■政策評価年間スケジュールは３ページのとおり。

４　事務事業評価等の実施方法

(1)事務事業評価

評価の対象 評価の方法 使用する調書 調書作成期間

継
続
事
務
事
業

■平成18年度に実施し、19年
　 度にも予算化されている継
　 続事務事業
  （別紙事後評価対象事務事
　　業一覧参照）

※18年度末までに廃止した事
業、統合により既に存在しない
事業、19年度に初めて予算化
された事業は対象外とする。

【事後評価】
①18年度の実施結果を、妥当性、有
　効性、効率性、公平性の観点で1次
　評価する。

②民間活力の活用性評価を事務事
　業担当部局で行う。

③①、②、法律の義務付け及び前
　年度の２次評価を踏まえ総合判定
　し、今後の方向性を記入する。

継　 続 　用
（別紙1）

補助金付表
（別紙３）

5月10日
　～6月11日

新
規
事
業

■20年度に実施を予定して
　　いる新規事業

【事前評価】
①妥当性と有効性、効率性、公平性、
　緊急性の観点で1次評価する。

②民間活力の活用性評価を事務事
　業担当部局で行う。

③①、②の評価について、事務事業
　担当部局と行財政構造改革推進本
　部が総合的に説明する。

新　 規　 用
（別紙２)

８月中

５　評価調書の提出方法等

（１）実施要領、様式等は公記録保管所（企画財政部ー改革推進課ー政策評価）に掲載している
　　ので、ダウンロードして使用すること。

（２）調書は、課等ごとにまとめてメールで提出すること。
　 ○継続事務事業評価調書提出期限：６月１１日（新規事業は後日通知する）
　 ○提 出 先 ：企画財政部　改革推進課にメールで提出すること。

６　評価結果の活用

（１）事務事業担当部局においては、評価結果を基に事務事業の改革・改善の具体的検討や実施
　　に努める。
（２）予算編成及び実施計画策定作業において、施策・事業の選択や重点化等に、評価結果を活用
　　する。

７　評価結果の公表

　北広島市ホームページに掲載するとともに、市役所、各出張所等の情報コーナーにも備え置く。
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